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額額及及びび償償還還額額をを調調整整ししたた数数値値ととししてていいるる。。
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一般会計及び特別会計決算額表

区　　　分 決　　　算　　　額

歳 入 総 額 30,952,455

歳 出 総 額 30,043,615

歳 入 歳 出 差 引 額 908,840

歳 入 総 額 6,807,268

歳 出 総 額 6,572,494

歳 入 歳 出 差 引 額 234,774

歳 入 総 額 31,947

歳 出 総 額 29,920

歳 入 歳 出 差 引 額 2,027

歳 入 総 額 3,962,020

歳 出 総 額 3,872,434

歳 入 歳 出 差 引 額 89,586

歳 入 総 額 737,544

歳 出 総 額 724,972

歳 入 歳 出 差 引 額 12,572

歳 入 総 額 1,501,185

歳 出 総 額 1,499,127

歳 入 歳 出 差 引 額 2,058

歳 入 総 額 43,992,419

歳 出 総 額 42,742,562

歳 入 歳 出 差 引 額 1,249,857

会 計

特

別

会

計

一 般 会 計

１　会計別決算概要

　吉川市の会計には、行政運営の基本的な経費を中心に計上している一般会計と、特定の歳
入を特定の歳出にあて、特定の事業を進めていく特別会計があります。
　令和２年度の一般会計及び特別会計の決算概要は、次のとおりです。

合 計

後 期 高 齢 者 医 療

国 民 健 康 保 険

農 業 集 落 排 水 事 業

介 護 保 険

吉川美南駅東口周辺地区
土地区画整理事業

（単位：千円、％）

構　　　成　　　比 対前年度比増減額 増　　　減　　　率

70.3 4,556,005 17.3

70.3 4,246,271 16.5

72.7 309,734 51.7

15.5 △ 371,469 △ 5.2

15.4 △ 440,239 △ 6.3

18.8 68,770 41.4

0.1 516 1.6

0.1 466 1.6

0.1 50 2.5

9.0 240,242 6.5

9.0 328,855 9.3

7.2 △ 88,613 △ 49.7

1.7 61,433 9.1

1.7 67,871 10.3

1.0 △ 6,438 △ 33.9

3.4 △ 807,141 △ 35.0

3.5 △ 807,421 △ 35.0

0.2 280 15.7

100.0 3,679,586 9.1

100.0 3,395,803 8.6

100.0 283,783 29.4

― 10 ― ― 11 ―



２　一般会計

（１）歳　入
　歳入決算額は、30,952,455千円
で、前年度と比べ、4,556,005千円増
加しました。
　歳入で最も多くを占めたのは、
『国庫支出金』で、12,560,637千円
（構成比40.6％）、次に『市税』で
9,877,720千円（同31.9％）、３番目
が『県支出金』で1,700,136千円（同
5.5％）となりました。
　前年度と比較すると、『市税』が
84,822千円、『地方消費税交付金』
が256,119千円増加したほか、特別定
額給付金給付事業や新型コロナウイ
ルスの感染拡大防止対策などの実施
により、『国庫支出金』が7,724,415
千円増加しました。
　一方で、吉川中学校建設、小中学
校の空調整備及び第二保育所再整備
の完了に伴い、『市債』は3,142,745
千円減少しました。

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2

その他（依存財源）

市債

県支出金

国庫支出金

地方交付税

地方消費税交付金

地方譲与税

その他（自主財源）

繰越金

繰入金

分担金及び負担金

市税

自主財源

37％

依存財源

63％

市税

分担金及

び負担金

繰入金

繰越金
その他（自主財源）

地方譲与税

地方消

費税交

付金地方交

付税

国庫支出金

県支出金

市債

その他（依存財源）

その他（自主財源）の内訳

・使用料及び手数料

・財産収入

・寄付金

・諸収入

その他（依存財源）の内訳

・利子割交付金

・配当割交付金

・株式譲渡所得割交付金

・法人事業税交付金

・ゴルフ場利用税交付金

・環境性能割交付金

・地方特例交付金

　歳　入

決 算 額 構 成 比
対 前 年 度
比 増 減 額

増 減 率

1 市 税 9,877,720 31.9 84,822 0.9

2 地 方 譲 与 税 189,229 0.6 2,971 1.6

3 利 子 割 交 付 金 8,016 0.0 487 6.5

4 配 当 割 交 付 金 42,521 0.1 △ 6,764 △ 13.7

5 株式等譲渡所得割交付金 51,017 0.2 21,179 71.0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 33,399 0.1 33,399 皆増

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,383,444 4.5 256,119 22.7

8 ゴルフ場利用税交付金 15,934 0.1 598 3.9

9 環 境 性 能 割 交 付 金 26,384 0.1 13,764 109.1

10 地 方 特 例 交 付 金 131,385 0.4 △ 71,966 △ 35.4

11 地 方 交 付 税 1,565,501 5.1 64,712 4.3

12 交通安全対策特別交付金 9,193 0.0 979 11.9

13 分 担 金 及 び 負 担 金 179,153 0.6 △ 114,084 △ 38.9

14 使 用 料 及 び 手 数 料 146,062 0.5 △ 30,209 △ 17.1

15 国 庫 支 出 金 12,560,637 40.6 7,724,415 159.7

16 県 支 出 金 1,700,136 5.5 143,862 9.2

17 財 産 収 入 55,711 0.2 13,955 33.4

18 寄 附 金 35,453 0.1 12,545 54.8

19 繰 入 金 115,389 0.4 △ 246,198 △ 68.1

20 繰 越 金 599,106 1.9 △ 150,378 △ 20.1

21 諸 収 入 545,061 1.7 △ 13,759 △ 2.5

22 市 債 1,682,004 5.4 △ 3,142,745 △ 65.1

30,952,455 100.0 4,556,005 17.3

（単位：千円、％）

歳　入　合　計

款
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（２）歳　出
　歳出決算額は、30,043,615千円
で、前年度と比べて4,246,271千円増
加しました。

【目的別】
　目的別で最も多くを占めたのは、
『民生費』で、10,122,904千円（構
成比33.7％）、次に『総務費』で
9,349,420千円（同31.1％）、３番目
に『教育費』で2,744,126千円（同
9.1％）となりました。
　前年度と比較すると、特別定額給
付金給付事業により、『総務費』が
7,225,863千円増加しました。
　一方で、吉川中学校建設や小中学
校の空調整備の完了に伴い、『教育
費』が3,501,612千円減少しました。

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

諸支出金

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2

予備費

諸支出金

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費

議会費

　歳　出　（目的別） （単位：千円、％）

決 算 額 構 成 比
対前年度比
増 減 額

増 減 率

1 議 会 費 201,198 0.7 △ 3,881 △ 1.9

2 総 務 費 9,349,420 31.1 7,225,863 340.3

3 民 生 費 10,122,904 33.7 294,800 3.0

4 衛 生 費 1,556,159 5.2 64,247 4.3

5 農 林 水 産 業 費 236,575 0.8 △ 5,427 △ 2.2

6 商 工 費 219,948 0.7 71,424 48.1

7 土 木 費 2,184,124 7.3 △ 199,181 △ 8.4

8 消 防 費 1,229,620 4.1 73,089 6.3

9 教 育 費 2,744,126 9.1 △ 3,501,612 △ 56.1

10 公 債 費 1,972,697 6.6 2,329 0.1

11 諸 支 出 金 226,844 0.7 224,620 10099.8

12 予 備 費 0 0.0 0 0.0

30,043,615 100.0 4,246,271 16.5

款

歳　出　合　計
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【性質別】
　性質別で最も多くを占めたのは、
『補助費等』で、9,711,670千円（構
成比32.3％）、次に『扶助費』で、
6,753,468千円（構成比22.5％）、３
番目に委託料などの『物件費』が
3,634,567千円（同12.1％）となりま
した。
　前年度と比較すると、特別定額給付
金給付事業により『補助費等』が
7,450,337千円増加、施設等利用給付
金の通年化や生活保護費及び介護訓練
等給付費の増加などにより『扶助費』
が402,027千円増加しました。
　一方で、吉川中学校建設、小中学校
の空調整備及び第二保育所再整備の完
了に伴い『普通建設事業費』が
4,183,045千円の減少となりました。

消費的経費

80％

投資的経費

6％

その他の経費

14％

人件費

物件費

維持補修費

扶助費補助費等

普通建設事業費

公債費

積立金

貸付金

繰出金

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2

繰出金

貸付金

投資及び出資金

積立金

公債費

災害復旧事業費

普通建設事業費

補助費等

扶助費

維持補修費

物件費

人件費

歳　出（性質別）

決 算 額 構 成 比
対 前 年 度 比
増 減 額

増 減 率

3,624,857 12.1 302,650 9.1

うち常勤職員給 2,182,955 7.3 △ 32,005 △ 1.4

う ち 会 計 年 度
任 用 職 員 給

65,355 0.2 65,355 皆増

3,634,567 12.1 △ 45,081 △ 1.2

210,262 0.7 51,174 32.2

6,753,468 22.5 402,027 6.3

9,711,670 32.3 7,450,337 329.5

う ち 一 部 事 務
組 合 負 担 金

1,347,064 4.5 △ 2,923 △ 0.2

23,934,824 79.7 8,161,107 51.7

1,877,701 6.2 △ 4,183,045 △ 69.0

補 助 事 業 費 615,682 2.0 △ 2,222,084 △ 78.3

単 独 事 業 費 1,051,144 3.5 △ 2,017,276 △ 65.7

県営事業負担金 164,278 0.5 44,408 37.0

そ の 他 46,597 0.2 11,907 34.3

0 0.0 0 0.0

1,877,701 6.2 △ 4,183,045 △ 69.0

1,972,697 6.6 2,329 0.1

226,843 0.7 224,621 10109.0

86,053 0.3 △ 260 △ 0.3

30,000 0.1 0 0.0

1,915,497 6.4 41,519 2.2

4,231,090 14.1 268,209 6.8

30,043,615 100.0 4,246,271 16.5

災 害 復 旧 事 業 費

小　　　　　　　計

歳　　出　　合　　計

そ
の
他
の
経
費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

小　　　　　　　計

公 債 費

（単位：千円、％）

投
資
的
経
費

消
費
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

小　　　　　　　計

区 分
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３　特別会計

（１）　国民健康保険特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 国 民 健 康 保 険 税 1,523,416 22.4 △ 22,891 △ 1.5

2 国 庫 支 出 金 13,473 0.2 6,211 85.5

3 県 支 出 金 4,606,080 67.7 △ 264,287 △ 5.4

4 財 産 収 入 1 0.0 △ 2 △ 66.7

5 繰 入 金 445,927 6.5 △ 35,994 △ 7.5

6 繰 越 金 166,004 2.4 △ 47,785 △ 22.4

7 諸 収 入 52,363 0.8 △ 6,721 △ 11.4

8 使 用 料 及 び 手 数 料 4 0.0 0 0.0

6,807,268 100.0 △ 371,469 △ 5.2

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 41,262 0.6 326 0.8

2 保 険 給 付 費 4,477,837 68.1 △ 268,446 △ 5.7

3 国民健康保険事業費納付金 1,859,726 28.3 △ 120,380 △ 6.1

4 共 同 事 業 拠 出 金 1 0.0 0 0.0

5 保 健 事 業 費 46,429 0.7 △ 4,161 △ 8.2

6 基 金 積 立 金 92,362 1.4 △ 76,215 △ 45.2

7 諸 支 出 金 54,877 0.9 28,637 109.1

8 予 備 費 0 0.0 0 0.0

6,572,494 100.0 △ 440,239 △ 6.3

款 決 算 額 構 成 比

歳　　出　　合　　計

款

歳　　入　　合　　計

決 算 額 構 成 比

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

増 減 率

増 減 率

（２）　農業集落排水事業特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 分 担 金 及 び 負 担 金 209 0.6 △ 415 △ 66.5

2 使 用 料 及 び 手 数 料 5,646 17.7 77 1.4

3 繰 入 金 24,115 75.5 △ 227 △ 0.9

4 繰 越 金 1,977 6.2 1,081 120.6

5 諸 収 入 0 0.0 0 0.0

31,947 100.0 516 1.6

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 15,840 52.9 △ 463 △ 2.8

2 事 業 費 0 0.0 △ 88 皆減

3 公 債 費 12,916 43.2 0 0.0

4 諸 支 出 金 1,164 3.9 1,017 691.8

5 予 備 費 0 0.0 0 0.0

29,920 100.0 466 1.6

決 算 額

歳　　入　　合　　計

款 決 算 額 増 減 率構 成 比

増 減 率

（単位：千円、％）

款

歳　　出　　合　　計

構 成 比

（単位：千円、％）
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（３）　介護保険特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 保 険 料 1,002,395 25.3 △ 2,896 △ 0.3

2 分 担 金 及 び 負 担 金 10,992 0.3 10,657 3,181.2

3 国 庫 支 出 金 694,157 17.5 19,205 2.8

4 支 払 基 金 交 付 金 948,055 23.9 48,907 5.4

5 県 支 出 金 548,613 13.9 8,947 1.7

6 財 産 収 入 8 0.0 △ 1 △ 11.1

7 繰 入 金 579,131 14.6 61,629 11.9

8 繰 越 金 178,199 4.5 98,893 124.7

9 諸 収 入 470 0.0 △ 5,099 △ 91.6

3,962,020 100.0 240,242 6.5

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 63,435 1.7 16,198 34.3

2 保 険 給 付 費 3,343,321 86.3 163,853 5.2

3 地 域 支 援 事 業 費 247,628 6.4 20,014 8.8

4 基 金 積 立 金 136,211 3.5 60,862 80.8

5 諸 支 出 金 81,839 2.1 67,928 488.3

6 予 備 費 0 0.0 0 0.0

3,872,434 100.0 328,855 9.3

増 減 率

増 減 率

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

歳　　出　　合　　計

款 決 算 額

歳　　入　　合　　計

款

構 成 比

決 算 額 構 成 比

（４）　後期高齢者医療特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 後期高齢者医療保険料 565,314 76.6 36,252 6.9

2 繰 入 金 130,474 17.7 7,860 6.4

3 繰 越 金 19,010 2.6 14,592 330.3

4 諸 収 入 22,042 3.0 2,025 10.1

5 国 庫 支 出 金 704 0.1 704 皆増

737,544 100.0 61,433 9.1

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 36,847 5.1 3,242 9.6

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

685,783 94.6 64,670 10.4

3 諸 支 出 金 2,342 0.3 △ 41 △ 1.7

4 予 備 費 0 0.0 0 0.0

724,972 100.0 67,871 10.3

（５）　吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特別会計
歳入

対 前 年 度 比
増 減 額

1 保 留 地 処 分 金 91,800 6.1 91,800 皆増

2 財 産 収 入 1 0.0 0 0.0

3 繰 入 金 465,807 31.0 △ 289,450 △ 38.3

4 繰 越 金 1,778 0.1 264 17.4

5 諸 収 入 36,699 2.5 12,445 51.3

6 市 債 905,100 60.3 △ 622,200 △ 40.7

1,501,185 100.0 △ 807,141 △ 35.0

歳出
対 前 年 度 比
増 減 額

1 総 務 費 43,904 2.9 △ 91 △ 0.2

2 事 業 費 1,418,908 94.7 △ 820,679 △ 36.6

3 公 債 費 2,938 0.2 1,664 130.6

4 諸 支 出 金 33,377 2.2 11,685 53.9

5 予 備 費 0 0.0 0 0.0

1,499,127 100.0 △ 807,421 △ 35.0

増 減 率

（単位：千円、％）

款 決 算 額 構 成 比

歳　　出　　合　　計

（単位：千円、％）

款 決 算 額 構 成 比

（単位：千円、％）

増 減 率

歳　　出　　合　　計

歳　　入　　合　　計

歳　　入　　合　　計

（単位：千円、％）

款 決 算 額 構 成 比 増 減 率

款 決 算 額 構 成 比 増 減 率
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ⅡⅡ 主主要要施施策策のの成成果果



白紙
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白紙
（ページ数表示なし）



１１  掲掲載載方方法法  

令和２年度に実施した主要施策の成果を報告します。 

当市では、計画（Plan）を立て、実行（Do）し、評価（Check）して、改善（Action）に結び付け、

次の計画に反映させていくマネジメント・サイクルを確立するための事務事業評価を実施していま

す。この事務事業評価と予算事業とを連動させ、より市民のニーズにあった主体的かつ効率的な行

財政運営を図っています。 

本成果表においては、事業単位に作成している「事務事業評価シ－ト」を掲載し、成果の報告と

しています。なお、シートの構成は、次のとおりです。 

 

事務事業名 

歳出予算科目 

 

投入資源 
 

 

事務事業に直接要した経費や人件費などのトータルコス

トと、国庫支出金や使用料などの特定財源を表示してい

ます。（前年度からの繰越事業費を含みます。） 

 

目標・実績 
 

 

事務事業の目標や実績などを「対象、活動、成果」別に、

数値で表示しています。 

関連のある SDGsゴール 
事務事業を進める上で、直接的・間接的に関連のある SDGsのゴールを表示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な取組 
 

 

事務事業における取組内容や成果に関する説明をしています。 

 

評価 
 

事務事業の今後の方向性について評価をしています。 

改革改善 

 
事務事業の改善状況と今後の課題や改善策、期待される効果について

判断しています。 

 

 

 

有効性・効率性 
 

 

事務事業の有効性について目標達成度等で評価するとともに、効率

性についてコスト面から評価しています。 
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２２  掲掲載載事事業業    

掲載事業数は１８６事業あり、予算科目の順に掲載しています。 

款別の事業掲載数は、下記のとおりです。 

 

（１）一般会計        １７４事業 

①議会費 １事業 ②総務費 ３４事業 

③民生費 ３８事業 ④衛生費 ２７事業 

⑤農林水産業費 １２事業 ⑥商工費 ９事業 

⑦土木費 １０事業 ⑧消防費 ４事業 

⑨教育費 ３９事業   

       

（２）国民健康保険特別会計                ４事業 

 

（３）農業集落排水事業特別会計              １事業 

  

（４）介護保険特別会計                  ５事業 

 

（５）後期高齢者医療特別会計               １事業 

 

（６）吉川美南駅東口周辺地区土地区画整理事業特別会計   １事業 

 

 

３３  掲掲載載事事業業一一覧覧（（後後期期基基本本計計画画区区分分別別））  

掲載事業概要を第５次吉川市総合振興計画後期基本計画における体系別に一覧で表示します。 

 

  ※「新規・拡充」欄において、当該事業が、令和２年度新規事業を含んでいる場合は「新規含む」、令和

２年度拡充事業を含んでいる場合は「拡充含む」と表記しています。 

 

  ※「重点テーマ」欄において、当該事業が、総合振興計画後期基本計画における重点施策に設定されて

いる場合は、次のとおり表記しています。 

    「安全安心」＝ 市民の安全・安心を高める 

    「子ども」＝ 子どもの笑顔で満たされたまちをつくる 

    「価値」＝ まちの価値を高める 

    「住みよさ」＝ まちの住みよさを高める 

 

１１　　ふふれれああいい・・交交流流・・協協働働ののままちちづづくくりり（（市市民民交交流流部部門門））

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

1 自治会活動支援事業
円滑に自治会運営ができるよう、自治会運営に関する相談や情報提供をはじめ、
自治会活動に対する助成を行う。また、自治連合会の運営等の支援を行う。

47,501 市民参加推進課 78

2
コミュニティ施設等整備事
業

地域コミュニティの活動拠点である集会施設等を維持していくため、自治会が所
有する集会施設の補修等に係る経費の一部を助成する。また、コミュニティ活動
に必要な備品等の整備について助成する。

7,690 市民参加推進課 82

3 市民まつり事業
市民まつりを通じ、市民相互の交流を深めるため、市民まつりを企画・運営する
運営委員会に補助金を交付する。

0 市民参加推進課 80

4 男女共同参画推進事業 拡充含む
男女共同参画社会の実現をめざし、男女共同参画基本計画に基づく事業の進行管
理や、男女共同参画審議会からの提言を施策に反映させる。

459 市民参加推進課 88

5
配偶者からの暴力防止及び
被害者保護事業

配偶者等からの暴力（ＤＶ）を容認しない社会をめざし、ＤＶに関する啓発活動
をはじめ、配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談、情報提供等の支援を
行う。

1,833 市民参加推進課 90

6 人権教育推進事業
人権問題の理解を深めるため、人権セミナーや講演会の開催や、啓発冊子やビデ
オを用いた啓発活動を行う。

930 生涯学習課 358

7 人権推進事業
人権問題に対する正しい理解と、差別を許さないという人権意識を広めるため、
啓発物の配布や研修会を通じた啓発活動を行う。

1,713 庶務課 74

8 多文化共生推進事業
国籍や民族などの異なる住民が互いの文化的違いを認め合い、協働して住みよい
地域社会を築くため、多文化共生に関する情報提供をはじめ、市情報の翻訳や通
訳、日本語教室のボランティア養成講座を行う。

80 市民参加推進課 92

9 国際交流団体支援事業
市民を主体とした幅広い分野における国際交流を推進し、異文化の相互理解と友
好を深めるため、国際交流団体の活動支援を行う。

337 市民参加推進課 94

10 国内交流団体支援事業
市民を主体とした幅広い分野における国内交流を推進し、都市間の友好を深める
ため、国内交流団体の支援を行う。

9 市民参加推進課 96

11 市民参画推進事業
市民が積極的に参画できる機会や意見等を寄せられる環境を築くため、市民参画
条例に基づき、審議会を通じて市民参画手続等に関する意見聴取を行うほか、啓
発を行う。

127 市民参加推進課 84

12 市民活動推進事業
協働のまちづくりにむけて、市民活動の活性化を図るため、市民活動サポートセ
ンター運営の協力や市民活動団体の活動支援、市民活動補償制度の運営を行う。

569 市民参加推進課 86

２２　　元元気気・・健健ややかか・・幸幸せせののままちちづづくくりり（（健健康康福福祉祉部部門門））

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

13
民生委員・児童委員活動推
進事業

民生委員・児童委員の資質を高め、地域住民の生活課題に対する支援活動が適切
かつ円滑に行えるようにする。

10,001 地域福祉課 112

14 社会福祉協議会支援事業
社会福祉協議会が実施する地域福祉活動事業を促進するため、社会福祉協議会の
運営を支援する。

35,199 地域福祉課 114

15 児童館運営事業 子ども
子どもが社会性や協調性を身に付け、心身ともに健やかに成長できるよう、体力
増進事業、体験活動事業、子育て支援事業などを行う。

3,042 子育て支援課 182

16
子育て支援センター運営事
業

子ども
地域における子育てを支援するため、未就学の子とその保護者が安心して過ごせ
る場を提供し、子育てに関する情報発信や、相談、講座等を行う。

17,760 子育て支援課 158

17 民間保育所保育委託事業 子ども
児童の健全な育成を図り、保護者が安心して就労できる環境を提供するため、保
育に欠ける乳幼児の保育を民間保育所に委託する。

1,207,866 保育幼稚園課 168

18
民間保育所特別保育支援事
業

子ども
低年齢児や障がい児の受入れや保育時間の拡大を図るため、民間保育所における
保育士の確保や長時間保育などの支援を行う。

141,981 保育幼稚園課 170

19 学童保育事業 子ども
保護者が安心して子育てと就労の両立が図れるよう、放課後の保育に欠ける児童
の保育を行う。

190,345 保育幼稚園課 178

20 子どもの貧困対策推進事業 子ども
貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、必要な環境整備を図るため、子ど
もの貧困対策を総合的に推進する。

4,072 子育て支援課 154
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№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

21
子育て世代包括支援セン
ター運営事業

子ども

妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的相談支援を提供
するワンストップ拠点となる子育て世代包括支援センターの整備を図る。（母子
保健型）

3,797 健康増進課 202

22 保育充実事業 拡充含む 子ども
保護者が安心して子育て就労の両立が図れるよう、病児・病後児保育や送迎保育
を行う。

30,830 保育幼稚園課 160

23 施設型給付事業 子ども
特定教育・保育施設を利用する児童の健全育成が図れるよう、施設を利用する児
童の年齢・人数に応じた給付費を支払う。

119,235 保育幼稚園課 172

24 地域型保育給付事業 子ども
児童の健全育成が図れるよう、地域型保育事業実施施設を利用する児童の年齢、
人数に応じた給付費を支払う。

276,545 保育幼稚園課 174

25 市立保育所管理運営事業 拡充含む 子ども
保護者が安心して子育てと就労の両立が図れるよう、市立保育所の管理運営を行
う。

76,297 保育幼稚園課 164

26 老人福祉センター運営事業
高齢者の教養の向上、健康の保持増進、社会参加の拡大を図るため、老人福祉セ
ンターの管理運営を行う。

35,493 長寿支援課 150

27 地域包括支援センター事業
高齢者が自立した日常生活を営み、要介護になることを防止できるよう、地域包
括センターにおいて介護予防プランの作成や介護サービスの相談、訪問事業など
を行う。

61,647 長寿支援課 416

28
在宅医療と介護連携推進事
業

在宅医療と介護を一体的に提供するため、医療と介護連携に係る講演、研修会の
開催、相談窓口の運営、啓発活動を行う。

9,612 長寿支援課 418

29 障がい者相談支援事業 拡充含む
障がい者（児）及びその家族が抱える生活上の困難や不安、悩みなどを相談しや
すくし、適切な制度や福祉サービス等の必要な情報の提供を行う。

11,101 障がい福祉課 120

30 障がい者就労支援事業
障がい者の就労が進み、地域で自立した生活を送れるよう、障がい者就労支援セ
ンターで、障がい者の就労支援を行う。

5,210 障がい福祉課 126

31 地域活動支援センター事業
障がい者が地域において自立した日常・社会生活を営むことができるよう、地域
活動支援センターにおいて創作的活動、機能訓練、社会適応訓練などの機会を提
供する。

6,892 障がい福祉課 134

32
吉川フレンドパーク支援事
業

障害福祉サービス事業所吉川フレンドパークのサービス維持及び安定した施設運
営が行えるよう、社会福祉法人葭の里に対して運営費補助等の支援を行う。

3,578 障がい福祉課 140

33 ひだまり支援事業
多機能型事業所「ひだまり」の継続的な安定運営が行えるよう、NPO法人なまずの
里福祉会に対して支援等を行う。

3,913 障がい福祉課 142

34 健康増進事業 拡充含む

生活習慣病の予防と改善、がんの早期発見・治療を図るため、生活習慣病予防健
診と保健指導及びがん検診を行う。また、食を通じて健康で心豊かな暮らしが実
現できるよう、食育を推進する。

63,996 健康増進課 188

35 母子保健事業
母子の健康保持及び増進を図るため、妊産婦保健指導、新生児訪問、乳幼児健康
診査、乳幼児健康相談、妊婦健康診査を行う。

76,538 健康増進課 200

36 乳児家庭全戸訪問事業
子育ての不安や悩みの解消、孤立化を防ぐため、生後４ヶ月までのすべての乳児
のいる家庭を訪問し、育児に関する不安や悩みの傾聴、相談、子育て支援に関す
る情報提供を行う。

4,511 健康増進課 204

37
健康・体力づくりポイント
制度事業

市民が、生涯にわたり心身ともに健康でいきいきと生活できるよう、検診・ス
ポーツ・介護予防事業等の参加者にポイントを付与し、自主的な健康づくりや体
力づくりを推進する。

591 健康増進課 196

38 ウォーキング推進事業
市民が継続的にウォーキングに取り組めるよう、コバトン健康マイレージ事業・
産直ウォーキング・ウォーキングリーダー養成を行う。

624 健康増進課 198

39 予防接種事業 感染症を予防するため、予防接種法に基づく定期予防接種等を行う。 283,988 健康増進課 190

40 ８０２０推進事業 拡充含む
市民が口腔衛生の知識を身に付け、虫歯や歯周病の予防が図れるよう、歯周疾患
検診及び歯科保健指導を行うとともに、口腔衛生に関する情報提供を行う。

719 健康増進課 194

41 スポーツ活動推進事業
市民がスポーツに親しむ機会を増やし、運動を始めるきっかけとなるよう、年間
を通じて様々なスポーツ教室やレクリエーション活動を行う。

1,834 スポーツ推進課 378

42 救急医療体制整備事業
市民が休日や夜間における急病時に診療を受けることができるよう、休日在宅当
番医診療や小児時間外（初期救急）などの救急医療体制の整備を行う。

20,536 健康増進課 192

43 特定健康診査等事業
被保険者の生活習慣改善と生活習慣病の予防を図るため、特定健康診査と特定保
健指導を行う。

46,322 国保年金課 398

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

44 賦課徴収事業 拡充含む
国民健康保険税の適正かつ公平な課税と徴収ができるよう、被保険者の所得や資
格取得・喪失を把握し課税する。

10,396 国保年金課 396

45
生活保護受給者等就労支援
事業

生活保護受給者の就労意欲と安定収入による自立を図るため、ケースワークによ
る就労支援や職業訓練を行う。

3,737 地域福祉課 184

46
生活困窮者子どもの学習支
援事業

「貧困の連鎖」の防止を図るため、生活保護受給者及び生活困窮者世帯の子ども
を対象として、学習教室を開催する。

9,808 地域福祉課 118

３３　　ううるるおおいい・・安安心心・・快快適適ななままちちづづくくりり（（生生活活環環境境部部門門））

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

47 公園維持管理事業 住みよさ
市民が快適かつ安全に公園・緑地等を利用できるよう、遊具点検、施設修繕等の
維持管理を行う。

272,812 道路公園課 300

48 環境保全推進事業
地域環境や地球環境の保全を図るため、環境学習発表会や環境学習教室、マイ
バッグの推進、喫煙マナーアップの推進等を行う。

308 環境課 208

49
再生可能エネルギー推進事
業

拡充含む
脱炭素社会の実現を目指し、住宅用太陽光発電設備設置の促進を行うとともに、
次世代自動車の環境の整備を行う。

1,472 環境課 210

50 測定分析事業
安心した生活環境を維持するため、大気や水質環境等の維持改善と除染作業によ
り除去された土壌の仮保管場所の測定及び測定結果の公表を行う。

1,814 環境課 220

51 ごみ資源化推進事業
ごみ問題に関する意識の向上と、ごみの減量と資源化を図るため、資源ごみの分
別の徹底と収集、売却を行うとともに、資源ごみの抜き去り防止パトロールを行
う。

49,720 環境課 226

52 ごみ減量啓発事業
ごみ減量への意識向上と、各家庭におけるごみ分別の徹底を図るため、ごみ分別
のルールや減量に関する啓発を行う。

493 環境課 232

53 資源回収奨励補助事業
ごみの減量と再資源化に対する意識向上を図るため、資源回収実施団体に対し、
資源ごみの回収量に応じた助成を行う。

4,475 環境課 228

54 生ごみ処理機購入補助事業
ごみの減量と資源化を図るため、生ごみ処理機購入世帯に対して、購入費用の助
成を行う。

290 環境課 230

55 不燃ごみ資源化事業
不燃ごみの資源化を図るため、アルミ、鉄、ビン等の原材料別の選別と売却等を
行う。

2,780 環境課 240

56 環境センター管理運営事業
不燃ごみ、粗大ごみ等の適正な処理を行うため、環境センターの施設及び設備の
管理を行う。

25,790 環境課 236

57 減災対策事業 拡充含む 安全安心

災害を予防するとともに、災害発生時には迅速かつ有効な応急対策活動が図れる
よう、災害用備蓄物資の整備や関係機関・事業所と協定を結ぶなど、総合的な防
災対策を推進する。

63,551 危機管理課 304

58 防災無線整備事業 安全安心
緊急時に防災行政無線などを通じて速やかに情報伝達ができるよう、防災行政無
線などの整備、維持管理を行う。

9,594 危機管理課 306

59 水防体制充実事業 安全安心
台風や豪雨による浸水被害の軽減を図るため、気象の監視、排水作業、土のうの
設置などを行うとともに、水防活動に必要な資器材を整備する。

3,525 危機管理課 308

60
既存建築物耐震改修促進事
業

安全安心
大地震による建築物の倒壊を回避し、居住者の生命を守れるよう、無料簡易耐震
診断や耐震診断・改修の助成を行う。

352 都市計画課 286

61 防犯事業
犯罪を未然に防止し、市民が安全で安心して暮らせるよう、犯罪や犯罪対策に関
する情報提供や自主防犯活動団体の活動支援、保第二公園防犯活動ステーション
の運営を行う。

5,239 危機管理課 212

62 防犯灯整備事業
夜間通行の安全確保と犯罪被害を防止するため、防犯灯及び道路照明灯の新設及
び維持管理を行うとともに、低炭素化社会を目指し、防犯灯のＬＥＤ化を行う。

49,032 危機管理課 214

63 駐輪場管理事業 拡充含む
駅周辺等の放置自転車が減少し、駅周辺の良好な環境を確保するため、自転車駐
車場の管理運営を行う。

45,448 危機管理課 218

64 交通安全施設整備事業
道路危険個所へ道路反射鏡の新設・修繕、路面標示の設置・修繕を促進し、安全
で快適な道路環境を確保するとともに、交通醸成に対応した安全施設の整備を行
う。

21,235 道路公園課 292
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№ 事務事業名
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テーマ
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65 交通安全運動推進事業
交通規範意識の向上を図り、交通事故件数や死亡者数が減少するよう、交通安全
運動キャンペーンによる啓発活動や交通安全教室を行うとともに、高齢者運転適
性診断を行う。

8,790 危機管理課 216

66 消費者相談事業
悪質商法などの被害防止と解決が図れるよう、消費生活センターを設置し、消費
生活相談員による消費生活相談を実施する。

2,507 商工課 280

67 消費者教育啓発事業
消費者自身が消費者トラブルを回避できる力や解決できる力を身に付けられるよ
う、消費生活センターや教育委員会などの関係団体と連携を図り、消費者教育を
推進する。

1,009 商工課 282

４４　　躍躍動動・・活活力力・・賑賑わわいいののままちちづづくくりり（（地地域域振振興興部部門門））

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

68
吉川中央土地区画整理促進
事業

住みよさ

吉川中央土地区画整理事業の円滑な促進と健全経営が図れるよう、組合土地区画
整理事業に助成するとともに、土地区画整理法第123条に基づく勧告、助言、援助
を行う。

8,500 都市計画課 298

69 土地区画整理推進事業 住みよさ
まちの住みよさと魅力を高めるため、吉川美南駅東口周辺地区の土地区画整理事
業を行う。

1,418,908
吉川美南駅周辺
地域整備課

432

70 都市計画街路整備事業 拡充含む
交通の円滑化が進むとともに市民が安全に利用できるよう、道路の新設や拡幅な
ど恒久性の高い道路整備を行う。

347,970 道路公園課 302

71
まちづくり整備基準条例道
路後退用地取得事業

安全な道路としての幅員確保を図るため、宅地開発に伴う道路後退用地提供者に
対して補償を行う。

11,986 道路公園課 288

72 道路改良事業 拡充含む
地域において利用者が安全に通行できるよう、道路の拡幅と恒久性の高い道路改
良を行う。

31,777 道路公園課 294

73 道路台帳整備事業 拡充含む
道路の維持管理を明確にするため、既存道路の改築工事や土地区画整理事業など
開発行為による新設道路の認定など、道路台帳記載事項の補正更新を行う。

9,713 道路公園課 284

74 道路維持補修事業 拡充含む

利用者が安全に通行できるよう、道路の舗装及び補修、清掃、路肩の除草を行う
ほか、里親制度による地域住民の道路清掃の支援を行い、適正な道路の維持管理
を行う。

197,766 道路公園課 290

75 橋りょう長寿命化事業
利用者が安全に利用できるよう、橋りょうの点検、修繕など適正な維持管理を行
う。

12,375 道路公園課 296

76 タクシー利用料助成事業 住みよさ

比較的バスによる移動が不便な地域で自身又は家族による移動が困難な高齢者に
対して、日常生活に必要な移動がしやすくなるよう、タクシー利用料金の一部助
成を行う。

12,658 政策室 60

77 水田農業振興事業 価値
水田農業の活性化や経営所得安定対策等を目的に農業団体や農家に補助金を交付
する。

1,298 農政課 244

78 後継者団体活動補助事業 価値
概ね４５歳以下の農業者や新規就農者が増加するよう、農業者後継団体が行う各
種イベント活動等の支援を行う。

219 農政課 246

79 認定農業者育成事業 拡充含む 価値
農業経営の安定を図るため、認定農業者が行う農業施設の新設、補修及び農業機
械の購入経費の一部を助成する。

4,601 農政課 250

80 新規就農総合支援事業 価値
就農直後の不安定な農業経営を安定、定着させるため、所得に応じた青年就農給
付金(経営開始型）を就農後、最大5年間支給する。

2,260 農政課 248

81 吉川産農産物ＰＲ事業 価値 吉川産農産物の消費拡大を図るため、吉川産の農産物のＰＲ活動を行う。 268 農政課 252

82 市民農園管理運営事業 拡充含む 価値
農業に対する理解が深まり、健康的でゆとりのある生活が送れるよう、市民農園
及びグリーンファームの貸し出しと管理運営を行う。

24,069 農政課 264

83 農業振興地域整備事業 価値
農業振興地域の優良農地として適切に保全するため、農業振興地域整備計画を変
更する。

455 農政課 254

84 用排水路維持管理事業 価値
農産物の生産性向上と農業環境の保全を図るため、農業基盤施設である用排水路
の保全や機能回復などの維持管理を行う。

18,215 農政課 258

85 用排水路整備事業 価値
農産物の生産性向上と農業環境の保全を図るため、農業基盤施設である用排水路
の整備を行う。

22,849 農政課 256

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

86
土地改良施設維持管理適正
化事業

価値
農業用水路の機能回復を図り、農産物の生産性の回復と保全を図るため、適正化
事業に加入し、適正化事業資金を活用して農業用水路の維持管理を行なう。

4,731 農政課 260

87 商業活性化推進事業 価値

市の商業活性化を図るため、商業団体（なまず特産品販売会、ラッピーカード
会、吉川団地名店会、たばこ販売促進会）が行う事業費の一部の助成や情報提供
を行う。

51,789 商工課 266

88 商工会支援事業 価値
市の商工業の活性化を図るため、市内商工業者への経営相談及び経営指導を行う
吉川市商工会の運営を支援する。

8,220 商工課 270

89 ふるさと納税推進事業 価値

まちづくり応援寄付金を活用した活力あるまちづくりが行われるよう、寄付の使
途先を設定するとともに、一定額以上の寄付者に対して地場産品を特典として送
付する。

3,740 商工課 278

90 工業団体支援事業 価値
市の工業の活性化を図るため、工業団体（工専工業会、東埼玉テクノポリス協同
組合）に対し事業所等における助言や事業費の一部助成を行う。

371 商工課 268

91 住宅改修費補助事業 価値

市民の居住環境の向上と建設業をはじめとした市内産業の活性化のため、市内に
本店等がある住宅改修施工業者が行う住宅改修工事に対し、工事費用を補助す
る。

4,632 商工課 276

92 雇用対策推進事業
雇用促進を図るため、求人情報の提供や若年者の就職相談、内職のあっせんを行
う。

483 商工課 274

５５　　生生ききががいい・・学学びび・・伸伸びびゆゆくくままちちづづくくりり（（教教育育文文化化部部門門））

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

93 学習情報提供事業
いつでも、どこでも、だれでも学習活動やサークル活動ができるよう、生涯学習
の情報提供や公共施設予約の簡素化を行う。

118 生涯学習課 350

94
市民交流センターおあしす
等管理事業

おあしす及び市立図書館等のサービス向上を図るため、指定管理者による施設運
営の管理・監督を行うとともに、施設の維持管理を行う。

243,073 生涯学習課 376

95 中央公民館管理事業 拡充含む

快適・安全な施設利用ができ、効果的に学習活動が行えるように、予約受付、貸
館、施設修繕、ホール・設備機器類等を含めた施設全体の改善及び施設借地の借
上げを行う。

97,379 生涯学習課 364

96 少人数指導推進事業 子ども
児童生徒の基礎学力の向上を図るため、県費少人数指導員が１名のみ配置されて
いる小学校及び大規模小学校に少人数指導教員を配置する。

21,160 学校教育課 318

97 特色ある教育推進事業 子ども
児童生徒が自ら学び、自ら考える力を身に付けられるよう、学校の創意工夫と特
色ある教育活動を支援する。

3,372 学校教育課 314

98 教育内容充実事業 子ども
体力の向上と技術の習得及び円滑な授業の実施と学力向上を図るため、各中学校
に運動部外部指導者の派遣やリリーフティーチャー等の派遣を行う。

13,387 学校教育課 320

99 給食食材購入事業 子ども

安全・安心でおいしい学校給食を提供するため、献立研究協議会による給食献立
の決定、給食物資選定委員会による給食物資の選定を経て、給食食材の購入を行
う。

271,467 教育総務課 322

100 学校相談事業 子ども
学校生活における悩みを気軽に相談でき、問題解決できるよう、各小中学校に相
談員の配置を行う。

12,623 学校教育課 332

101
教育機器整備事業（小学
校）

拡充含む 子ども 情報教育を推進するため、情報通信機器や環境の整備を行う。 260,225 教育総務課 338

102
教育機器整備事業（中学
校）

子ども 情報教育を推進するため、情報通信機器や環境の整備を行う。 138,805 教育総務課 346

103 施設管理事業（小学校） 子ども 安全で安心な学校生活を送ることができるよう、学校施設の維持管理を行う。 153,768 教育総務課 334

104 施設管理事業（中学校） 子ども 安全で安心な学校生活を送ることができるよう、学校施設の維持管理を行う。 56,801 教育総務課 342

105 学校運営事業（小学校） 子ども
学校運営が円滑に行えるよう、消耗品や学校図書館の図書の購入などの経費の管
理を行う。

33,529 教育総務課 336
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№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

106 学校運営事業（中学校） 子ども
学校運営が円滑に行えるよう、消耗品や学校図書館の図書の購入などの経費の管
理を行う。

19,850 教育総務課 344

107 教育指導事業 子ども

児童生徒の健やかな成長のため家庭や地域と連携する。また、吉川中学校開校に
伴い、吉川市立小中学校学区審議会条例に基づき、吉川市立小中学校学区審議会
を設置し、審議を行う。

21,718 学校教育課 312

108 就学援助事業（小学校） 子ども
就学に係る保護者の経済的負担を軽減し、等しく義務教育が受けられるよう、要
保護、準要保護世帯に対し、学用品費、給食費などの就学援助金を支給する。

18,660 教育総務課 340

109 就学援助事業（中学校） 子ども
就学に係る保護者の経済的負担を軽減し、等しく義務教育が受けられるよう、要
保護、準要保護世帯に対し、学用品費、給食費などの就学援助金を支給する。

16,689 教育総務課 348

110 健全育成活動事業
地域全体の大人と子どもが心を開き、人間関係を深め、青少年の非行防止と健全
育成を促進するため、健全育成に関する広報活動やキャンペーン等を行う。

58 学校教育課 326

111 教育相談事業
教育上の悩みを気軽に相談でき、問題解決の糸口が見つかるよう、少年センター
において電話、来所、訪問、休日相談を行う。

1,356 学校教育課 328

112 非行防止活動事業
子どもたちを危険から守り、非行や問題行動を防止するため、市内巡回し、学校
周辺や公園等で見回りや声かけを行う。

290 学校教育課 330

113 子ども体験活動事業 子ども
子どもたちの社会生活力の向上が図れるよう、各小学校区の実行委員会が実施す
る体験活動の支援を行う。

27 生涯学習課 352

114
社会教育推進事業（社会教
育総務費）

子ども
社会的課題に対する教育の理解や地域の教育力の向上を図るため、社会教育関係
団体への指導・助言や地域寺小屋事業を行う。

1,899 生涯学習課 354

115 文化財保護事業
市内に現存する重要な文化財を後世まで残すことができるよう、有識者や一般市
民による文化財調査や文化財保護審議委員会の承認を得て指定文化財の指定を行
う。

160 生涯学習課 360

116 市史編さん事業
吉川市の歴史資料が正しく保存・活用され、市民の教育的文化活動の一助となる
よう、専門調査員による歴史資料の収集や市史の刊行を行う。

957 生涯学習課 362

117
文化芸術振興事業（社会教
育総務費）

様々な文化芸術活動に参加できる機会の増加を図り、生きがいを持った生活が営
めるよう、市民文化祭や音楽祭を開催する。

1,368 生涯学習課 356

118
文化芸術振興事業（公民館
費）

市民が演劇を身近に感じ文化芸術の振興が図られるよう、市民による演劇公演や
市事業への協力を行う。

673 生涯学習課 374

６６　　ままちちづづくくりりのの推推進進ののたためめにに（（行行政政運運営営））

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

119 パブリシティ事務
市政情報等を、記者発表や、その他様々な方法により、発信し、市内外に対し、
市の知名度や認知度を向上させる。

1,677 政策室 48

120
情報公開及び個人情報保護
事業

非公開情報を除き市民等からの請求に応じ公文書が適正に公開されるとともに、
市が保有する個人情報の適切な管理が図れるよう、相談、職員への周知・助言等
を行う。

145 庶務課 44

121 行政情報システム事業
職員の情報セキュリティに関する知識の向上を図り、情報漏えいを未然に防ぐた
め、職員に対して研修会や啓発、情報提供を行うとともに、情報機器の管理を行
う。

118,009 庶務課 72

122 住民情報系システム事業
住民情報を一元管理し、住民対応の迅速化を図るため、住民情報に関するシステ
ムの導入と保守点検などの維持管理を行う。

196,861 庶務課 70

123 総合振興計画策定事業 拡充含む

基本構想に掲げる将来都市像、まちづくり目標の実現に向け、計画が円滑かつ着
実に実行できるよう、計画の進捗管理を行うとともに、実施計画、第6次吉川市総
合振興計画の策定を行う。

7,151 政策室 62

124 職員研修事業
市職員として自覚し、意欲的に職務に取り組むとともに、様々な行政課題に適切
な対応ができるよう、職員研修実施計画に基づき、職員研修を実施する。

1,748 政策室 64

７７　　そそのの他他（（計計画画対対象象外外））

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

125 議会広報発行事業
市議会の内容を知ることにより市政やまちづくりに興味・関心を持っていただけ
るよう、定例会ごとに、議会広報委員会を開催して議会の内容を掲載した広報誌
「議会だより」の作成及び市ホームページへの掲載を行う。

1,496 議会事務局 42

126 広報よしかわ等発行事業
市民が、市の施策やサービスなどの必要な情報を容易に入手できるよう、情報収
集と編集を行い、「広報よしかわ」を発行する。

7,174 政策室 46

127 市長キャラバン事業 テーマを決めて市長が直接市民と意見交換を行う。 0 政策室 50

128
予算編成・予算管理事務事
業

第５次総合振興計画に掲げる事業が着実に実施できるよう、効率的かつ効果的な
財政運営を行う。

227 財政課 52

129 庁舎管理事業
来庁者及び職員が安全かつ快適に庁舎を利用できるよう、庁舎の日常点検や、機
械、電気、空調設備等の点検及び補修を行う。

79,519 財政課 54

130 路線バス運行費補助事業
市民のバス利用環境の整備と利便性向上を図るため、市街化調整区域を運行する
バス事業者に対して運行経費の一部を助成する。

15,095 政策室 56

131 公共交通対策事業
市民のバス利用環境の整備と利便性向上を図るため、市民ニーズの把握やバス事
業者への要望活動、路線バスに関する情報提供等を行う。

21,878 政策室 58

132 職員採用事務
優秀な人材を確保するため、公務員希望者に対して職員訪問や職場見学会を行
い、多くの受験希望者を募り、職員採用試験を行う。

577 政策室 66

133 人事管理事務
職員が意欲をもって職務に取り組める環境を整え、適正な定員管理を行うため、
職員の任免（採用、退職）を行う。

455 政策室 68

134 市民相談事業
市民が抱える様々な悩みや心配事、苦情などの解決の糸口が見つかるよう、法律
相談・税務相談・困りごと相談・行政相談・人権相談を行う。

1,382 庶務課 76

135 特別定額給付金給付事業
新型コロナウイルスの感染拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確
に家計への支援を行うため、特別定額給付金を給付する。

7,348,097 政策室 98

136 市税滞納整理事務
滞納者の納付意思を促し、滞納の解消を図るため、納税催告、納税相談、夜間・
休日納税相談を実施するとともに、納付意思の低い滞納者に対しては適正な滞納
処分を行う。

4,926 収納課 100

137 市税収納整理事務 納付された市税の適切かつ迅速な収納管理を行う。 16,270 収納課 102

138 戸籍管理事業
国籍及び親族法上の身分関係を正しく反映させ、必要とする証明の発行を迅速か
つ適切に行う。

14,393 市民課 104

139 住民基本台帳事業
住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録その他の住民に関する事務処理の基礎
とするとともに、住民に関する記録の適正な管理を行う。

51,095 市民課 106

140 旅券事務事業
市民の利便性が向上するよう、一般旅券（パスポート）の申請受付、交付を行
う。

5,455 市民課 108

141
市民サービスセンター窓口
業務事業

土、日及び祝日を含めて各種申請・届出、公金の納付・各種証明書等の交付を受
けることができるよう、市民サービスセンターで各種申請・届出・公金の収納・
各種証明書等の交付事務を行う。

5,924 市民課 110

142
ボランティアセンター支援
事業

ボランティア団体・個人の活動拠点の維持と拡充を図るため、ボランティアセン
ターの運営・事業に対し助成する。

1,646 地域福祉課 116

143
重度心身障害者医療費給付
事業

重度心身障がい者の経済的負担の軽減を図るため、入院、通院、薬剤等の医療費
自己負担額の一部助成を行う。

135,922 障がい福祉課 122

144
在宅重度心身障害者手当支
給事業

在宅の重度障がい者の経済的・精神的な負担を軽減するため、在宅重度心身障害
者手当を支給する。

34,469 障がい福祉課 124

145 特別障害者手当等支給事業
常時介護を必要とする重度障がい者（児）の経済的・精神的負担を軽減するた
め、特別障害者手当等を支給する。

27,654 障がい福祉課 128

146 自立支援医療支給事業
障がいを軽くしたり、機能を回復する医療が受けやすくなるよう、医療費の助成
を行う。

77,539 障がい福祉課 130
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№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

147 補装具費支給事業
障がい者（児）が日常生活を容易に送れるよう、必要な補装具の給付、修理など
の支援を行う。

13,745 障がい福祉課 132

148 移動支援事業
一般交通機関の利用が困難な障がい者（児）の移動が容易になり、日常生活が便
利になるよう、運転免許取得費や自動車改造費を支給するなど移動に係る支援を
行う。

5,515 障がい福祉課 136

149
障がい児(者)一時介護支援
事業

在宅で生活する身体・知的障がい児（者）の介護者の介護負担と経済的負担の軽
減を図るため、介護サービス等利用料の一部助成と日帰りショートステイを行
う。

6,742 障がい福祉課 138

150 介護・訓練等給付事業
障がい者（児）が在宅生活を継続できるよう、介護・訓練サービスによる支援を
行う。

1,212,437 障がい福祉課 144

151
緊急時通報システム貸与事
業

65歳以上で一人暮らしの高齢者が、緊急時に容易に消防署に通報できるよう、緊
急通報機器を無償貸与する。

7,155 長寿支援課 146

152
シルバー人材センター支援
事業

高齢者の就業機会の拡大を図るため、シルバー人材センターの支援を行う。 11,355 長寿支援課 148

153 児童虐待防止対策事業
児童が適正な養育環境で育成・養育できるよう、関係機関との情報交換や連携を
図り、要保護児童及び保護者（養育者）に対する支援を行う。

1,396 子育て支援課 152

154 子ども医療費支給事業
子育て家庭の経済的な負担軽減を図るため、15歳に達した後の最初の3月31日まで
のこどもの通院・入院に係る医療費を助成する。

231,332 子育て支援課 156

155 児童扶養手当支給事業 ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進を図るため、手当の支給を行う。 216,138 子育て支援課 162

156 第二保育所再整備事業 第二保育所の再整備を行うことにより、安心安全な保育環境の整備を図る。 47,190 保育幼稚園課 166

157 施設等利用給付金給付事業
子育てのための施設等利用給付対象となる幼稚園等を利用する児童の健全育成と
保護者の経済的負担軽減を図る。

362,344 保育幼稚園課 176

158 児童館施設管理事業
施設利用者が安全で快適に利用できるよう、遊具の貸出し業務や施設の維持管理
業務を行う。

10,665 子育て支援課 180

159 生活保護支給事業
健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、世帯の自立を助長するた
め、生活保護費を支給し、最低限度の生活が維持できるよう生活の支援を行う。

1,246,949 地域福祉課 186

160 保健センター管理運営事業
市民が安全に満足して保健センターを利用することができるよう、建物の管理及
び保守点検を行う。

15,570 健康増進課 206

161 広域斎場負担事業
快適で低廉な価格で斎場を利用できるよう、２市１町（越谷市・吉川市・松伏
町）により建設した広域斎場の経営主体を越谷市として運営を行う。

83,587 市民課 222

162 一般廃棄物広域処理事業
一般家庭と事業者から排出される燃やすごみ、生し尿、浄化槽汚泥が適正に処理
するため、広域処理を行っている東埼玉資源環境組合に対し、処理量等に応じた
分担金の支払いを行う。

271,830 環境課 224

163 可燃ごみ収集運搬事業
家庭から排出される燃やすごみが適正に処理され、良好な公衆衛生が保てるよ
う、家庭から排出される燃やすごみの収集、運搬等を行う。

135,080 環境課 234

164 不燃ごみ収集・処理事業
集積所に出された不燃ごみを収集し、環境センターで再資源化等適正な処理を行
うことで、循環型社会形成の推進が図ることができる。

111,449 環境課 238

165 農業委員会運営事業
農地の転用許可申請や届出などの審査、農業委員会総会の開催、
農地中間管理制度の活用などを行う。

10,149 農業委員会 242

166
農業・農村多面的機能維持
管理事業

地域内における農業生産基盤の保全と質の向上を図るため、農業生産基盤の長寿
命化活動や地域での共同作業などの支援を行う。

9,052 農政課 262

167 観光団体支援事業
市の魅力を高め、観光客の増加により賑わいのあるまちになるよう、観光協会の
運営や事業の支援を行う。

1,650 商工課 272

168 空家等対策事業 空家等を適正に管理するため、所有者等に対し空家等の適正管理を促す。 125 危機管理課 310

169 特別支援教育充実事業
自立と社会参加のための知識を習得できるよう、特別支援員の配置及び管理、就
学指導等の支援を行う。

59,552 学校教育課 316

№ 事務事業名
新規
拡充

重点
テーマ

事業概要 決算額 担当課 掲載頁

170
学校給食センター整備運営
事業

児童生徒に栄養バランスのとれた学校給食を衛生的かつ安全に提供する。 328,045 教育総務課 324

171 平沼地区公民館管理事業
快適で安全な施設利用ができ効果的に学習活動が行えるよう、平沼地区公民館の
維持管理等を行う。

9,137 生涯学習課 366

172 東部地区公民館管理事業
快適で安全な施設利用ができ効果的に学習活動が行えるよう、東部地区公民館の
維持管理等を行う。

2,408 生涯学習課 368

173 美南地区公民館管理事業
快適で安全な施設利用ができ効果的に学習活動が行えるよう、美南地区公民館の
維持管理等を行う。

7,596 生涯学習課 370

174
社会教育推進事業（公民館
費）

仲間づくりや生涯学習を始めるきっかけとなるよう、各種主催事業を行う。 23 生涯学習課 372

175 スポーツ団体活動支援事業
スポーツ団体の育成と自立を図るため、スポーツ団体の行う事業、スポーツ教室
及び大会の開催などの支援を行う。また、市体育協会とともに、市民体育祭やな
まずの里マラソンを開催する。

1,993 スポーツ推進課 380

176 総合体育館管理運営事業 利用者が安全で快適に利用できるよう、総合体育館の維持管理及び運営を行う。 46,395 スポーツ推進課 382

177
市民プール（屋外）管理運
営事業

屋外市民プールの利用者が安全で快適に利用できるよう、屋外市民プールの管理
業務、維持管理業務を行う。

1,073 スポーツ推進課 384

178
旭公園球場等屋外体育施設
管理運営事業

利用者が安全で快適に利用できるよう、旭公園野球場やテニスコートの貸管理業
務を行うとともに、旭公園野球場の施設維持管理を行う。

18,102 スポーツ推進課 386

179
市民プール（屋内温水）管
理運営事業

利用者が安全で快適に利用できるよう、屋内温水プールの維持管理及び運営を行
う。

77,568 スポーツ推進課 388

180 国民健康保険資格管理事業
国民健康保険の適正な管理と保険給付を行うため、被保険者資格等の適正な管理
を行う。

29,507 国保年金課 394

181 療養給付費給付事業
被保険者及び被扶養者が安心して公平に医療サービスを受けることができるよ
う、療養給付費の給付を行う。

3,814,448 国保年金課 400

182
農業集落排水施設維持管理
事業

当地域の美しい水環境の保全を図るため、農業集落排水施設の維持管理を行う。 8,987 農政課 406

183 介護保険給付事業
要介護認定者（40歳以上の特定疾病者を含む）が適正な介護サービスを利用する
ことができるよう、介護サービス事業・施設から請求された介護給付費を点検・
審査・支払いを行う。

3,343,320 長寿支援課 412

184 ふれあいデイサービス事業
高齢者の閉じこもり防止と生きがいづくりのため、高齢者ふれあい広場で趣味文
化活動、給食サービス、健康チェックなどを行う。

7,973 長寿支援課 414

185
高齢者世帯賃貸住宅家賃助
成事業

ひとり暮らしの高齢者又は高齢者世帯の経済的負担の軽減を図るため、家賃助成
を行う。

8,433 長寿支援課 420

186 広域連合納付事業
医療給付体制が確保できるよう、埼玉県後期高齢者医療広域連合へ被保険者等か
ら収納した保険料の納付を行う。

685,784 国保年金課 426
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４ 主要施策の成果
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印刷発行。自治会を通じて、全世帯に配布するとともに公共
施設にも配布。
また、市ホームページにもPDFデータを掲出。

0
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個別計画の位置付け

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

第１節 広聴・広報の充実

(2)広報の充実

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 一部委託 印刷製本(民間)、配布作業(自治会)

90110101 議会広報発行事業
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議会広報を通じて市議会の活動内容を知ることにより、市政
やまちづくりに興味、関心を持つようになる。

対象年齢

昭和48年度 未設定
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事務事業名 議議会会広広報報発発行行事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業
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Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved
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終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・議会広報委員会で変更後の議会だよりに対する市民の反応を確認しながら、引き続き分かりやすく興味がわくような紙面づくりを研究していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

配布部数①

若干増加している

101.68%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・議会広報委員会で分かりやすく興味がわくような議会だよりについての検討を重ねた結果、令和２年５月発行分（令和２年３月定例会号）より紙
面内容を改新するとともに、タブロイド判からＡ４版に変更した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・デジタル化や活字離れの影響により「議会だより」を手に取り読む人が
減っている。

・紙による「議会だより」は、ネット環境の無い方やパソコン操作の苦手
な方にも情報提供ができる。

・「議会だより」は幅広い年齢層に対応するため、紙及びホームページ掲載の両方を実施していく。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・現在の情報量を確保するため最低限のコストだが、読みやすさに配慮しつつ、コスト
削減の余地はある。
・情報提供の手段及び受益内容として、受益者負担の余地はない。

・市民に関心を持ってもらえるように、より分かりやすい紙面作りをすることについて
成果向上の余地がある。
・市政に関する重要な事項の決定過程を、市民に広く知らせる手段として上位施策へ
の貢献度は高い。

達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① よしかわ議会だより発行回数

上位施策へ
の貢献度

95.28%
減少している

達成された
99.14%

★★★★★

95.05%

752,700.00 円 776,975.00 円 790,002.50 円

成果
指標

94.46%

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・市民を対象に「議会だより」や市のホームページを通じて、市議会の審議内容を伝えることは妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

概ね達成された

発行号 発行月 発行部数
配布等部数合計

世　　帯 公共施設 その他

3月定例会号 令和1年5月 27,177 26,003 574 600

6月定例会号 令和1年8月 27,109 25,933 576 600

9月定例会号 令和1年11月 27,139 25,963 576 600

12月定例会号 令和2年2月 27,155 25,979 576 600

合　　計 108,580 103,878 2,302 2,400

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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